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親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

１. 12年 3月期の連結業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （参考）記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

　　売    上    高 　　  営  業  利  益 　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 1,257,052 △ 1.9 60,689 38.7 40,563 43.9

11年 3月期 1,280,989 △ 4.9 43,745 △ 33.8 28,183 △ 50.4

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 13,164 158.2 11.20 - 2.2 2.2 3.2

11年 3月期 5,098 △ 75.0 4.34 - 0.8 1.5 2.2

(注)①持分法投資損益 12年 3月期    426 百万円          11年 3月期    2,848 百万円

     ②有価証券の評価損益 229,369 百万円 デリバティブ取引の評価損益 6,629 百万円

     ③会計処理の方法の変更 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       総  資  産         株  主  資　本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 1,881,332 605,210 32.2 514.97

11年 3月期 1,848,539 612,404 33.1 521.09

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 3月期 123,058 △ 97,522 △ 19,942 55,213

11年 3月期 - - - -

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  194　社   持分法適用非連結子会社数　   2 社   持分法適用関連会社数　35 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）     31社  （除外）      6社   持分法（新規）      4社  （除外）　      4社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年  4月  1日  ～  平成 13年  3月 31日 ）
　 　　売　　上　　高 　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 640,000 28,000 11,000

通　　期 1,330,000 64,000 25,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              21 円  27 銭
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［連結］

企 業 集 団 の 状 況

当社の企業集団は、当社、子会社３１３社、関連会社１０９社で構成されています。

当社及び連結子会社・持分法適用会社の主な事業内容は以下のとおりです。

なお、以下の区分と事業の種類別セグメント情報における区分は同一です。

事業区分 主な事業内容 主要な会社

国内

当社、旭硝子建材販売、エイ・ジー・シーアックス

旭硝子外装建材、旭ファイバーグラス

旭テクノグラス

その他連結子会社 ３７社

持分法適用会社    ３社                    （計 ４５社）

ガラス事業

建築用板ガラス及び材料

住宅用サイディング材

自動車用ガラス

ブラウン管用ガラス

ガラス繊維

照明用製品

以上の製造・販売 等 海外

（アジア）

  旭テクノビジョン(シンガポール)、パシフィックグラス（台湾）

サイアム旭テクノグラス（タイ）、韓国電気硝子※（韓国） 

（アメリカ）

ＡＦＧインダストリーズ グループ１６社（本社アメリカ）

（ヨーロッパ）

グラバーベル グループ７３社（本社ベルギー）

その他連結子会社 ６社

持分法適用会社

アサヒマス板硝子（インドネシア）

コーニング旭ビデオプロダクツ（アメリカ）

その他         ２１社                   （計 １２２社）

国内

当社、旭硝子ウレタン、旭硝子フロロポリマーズ

セイミケミカル、京葉モノマー

旭硝子エンジニアリング、旭硝子マテックス

伊勢化学工業

その他連結子会社 ９社

持分法適用会社

触媒化成工業

その他  ６社                            （計 ２３社）化学事業

クロールアルカリ関連

フッ素関連

ウレタン関連

以上の製造・販売 等

海外

（アジア）

アサヒマス・ケミカル（インドネシア）

（アメリカ）

旭硝子フロロポリマーズＵＳＡ※（アメリカ）

（ヨーロッパ）

旭硝子フロロポリマーズＵＫ※（イギリス）

その他連結子会社 ３社

持分法適用会社   １社                     （計 ７社）

国内

当社、オプトレックス、旭硝子ファインテクノ

その他連結子会社 ５社

持分法適用会社

エルナー

その他   ２社                           （計 １０社）電子事業

ＦＰＤ用(液晶、ＰＤＰ等)ガラス基板

中小型液晶表示装置

電子材料・電子部品関連

以上の製造・販売 等

海外

（アメリカ）

オプトレックス・アメリカ（アメリカ）

（ヨーロッパ）

オプトレックス・ヨーロッパ（イギリス）

その他連結子会社 ３社                     （計 ５社）

国内

当社、日本ドライケミカル、エイジー物流

エイ・ジー・ファイナンス

その他連結子会社 １２社                   （計 １５社）その他の

事業

セラミックス関連

消火機器・設備

物流・金融等のサービス

以上の製造・販売 等 海外

（アメリカ）

旭硝子アメリカ

その他連結子会社  ３社                    （計 ４社）

（注）なお、事業区分の会社数の（計）には当社を含んでおりません。

※印の会社は、当期につきましては、貸借対照表上でのみ連結されており、損益計算書上では連結されておりません。
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［連結］

経 営 方 針

１．経営の基本方針

　　当社の経営方針は、１９６０～７０年代の住宅産業、８０年代の自動車産業、９０年代のエレクトロニクス

　産業のように「それぞれの時代のリーディングインダストリーに対して、ガラス・化学の技術をベースとした

　ベストな素材ソリューション（顧客の課題解決に役立つ素材）をグローバルに提供すること」です。

当社は、ガラス・フッ素化学等のコア事業において収益性及び成長性ともにグローバルで世界ナンバーワ

　ンの企業グループになることを目標とし、企業価値を重視した経営を目指しています。

２．利益配分に関する基本方針

利益配分については、当社は、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の最重要課題と位置づけ、

安定配当を基本としつつ、財務体質の強化を図りながら企業価値の極大化に向けた研究開発や製造設備、

Ｍ＆Ａ等に投資してまいります。

３．中長期的な会社の経営戦略と目標

当社は、収益力向上に向けた事業構造改革施策「Shrink to Grow」を１９９８年度の期後半より全社をあ

　げて推進しています。

「Shrink to Grow」は、①競争力のない事業の見直しや抜本的なコスト削減等を行う「Shrink」施策、②

　コア事業の競争力拡大・Ｍ＆Ａ等によるグローバル展開や高収益が期待できる新規事業の立ち上げにより成

　長・拡大を果たす「Grow」施策、③簡素な組織・意思決定プロセスへの変更や従業員の活性化を図る「マネ

　ジメントシステム変革」施策を総称したものです。

Shrink施策としては、国内の板ガラスの製造設備の一部廃棄等をすでに実施しています。さらに、合成ソー

ダ灰の国内生産中止と米国子会社への生産集約や、国内のブラウン管用製造設備の一部廃棄などを決定して

います。

Grow施策としては、欧米のフッ素樹脂事業の買収、韓国のブラウン管用ガラス製造・販売会社の買収など

を実施しましたが、今後は、市場の成長が著しいディスプレイ関連事業を中心としてコア事業の競争力をさ

らに高めるとともに、光通信や電子部材などの情報・エレクトロニクス関連事業、医農薬中間体・原体など

のライフサイエンス関連事業、エネルギー･環境関連事業などの新規事業の育成に注力していきます。

情報・エレクトロニクス関連の新規事業としては、石英ガラス光ファイバーを超える高速通信が可

　能な全フッ素樹脂光ファイバー「ルキナ」の販売を、ライフサイエンス関連の新規事業では、

　独自技術「ＡＳＰＥＸ」による酵母を用いたタンパク質の受託生産を本格的に展開します。

「Shrink to Grow」の具体的な数値目標としては、連結ＲＯＥで２００１年度（２００２年３月期）に６

　％を、２００３年度（２００４年３月期）に１０％を目指しています。

４．経営管理組織の整備等に関する施策

経営管理組織は事業推進の有効性や効率性だけでなく、経営の透明性・客観性を確保した上で、コーポレ

　ートとビジネスユニットの役割と権限・責任の明確化を目指した整備を進めています。

さらに、スピーディな経営を行うために組織のフラット化と権限委譲を進めるとともに、グループ経営・

グローバル経営の観点を重視してビジネスユニットを再編し、資本コストを重視した指標により各ビジネス

ユニットの業績を評価しています。



４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［連結］

５．会社の対処すべき課題

当社が今後対処すべき課題は収益性を重視した事業構造への転換であり、「Shrink to Grow」施策の確実

　な実行そのものであると認識しています。

「Shrink to Grow」施策を、１９９９年度から２００１年度までの３ヶ年の実行計画としてより具体化し

　た中期経営計画「StoG2001」では、建築用板ガラスや基礎化学品事業などの基礎素材事業である「コモディ

　ティ・ビジネス」と、事業規模は大きくなくとも付加価値が高く高収益が見込める「スペシャリティ・マテ

　リアルズ・ビジネス」に大別して、「Shrink to Grow」の戦略に沿った計画を立てています。

「国内コモディティ・ビジネス」に属する建築用板ガラスや基礎化学品事業などの基礎素材事業に関して

　は、市場の低成長状況の中で、不採算事業からの撤退、徹底したコストダウンを進めています。

「海外コモディティ・ビジネス」に関しては、同じ基礎素材事業であっても今後の市場成長が期待できる

地域も多く、子会社化やＭ＆Ａ等によりさらなる積極的な拡大を行い、国内外拠点での最適生産を目指した

グローバルプロダクトミックスを展開します。

「スペシャリティ・マテリアルズ・ビジネス」に関しては、今後のリーディングインダストリーである

「情報・エレクトロニクス」「ライフサイエンス」「エネルギー・環境」の各分野での積極的な事業展開を

図ります。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［連結］

経 営 成 績

１．当期の概況 

（１）業績全般の概況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

売上高 営業利益 経常利益 当期利益

平成１２年３月期 １２，５７１ ６０７ ４０６ １３２

平成１１年３月期 １２，８１０ ４３７ ２８２ ５１

増減率（％） △１．９ ３８．７ ４３．９ １５８．２

当期のわが国経済は、住宅投資に持ち直しの動きがみられ、また、期後半より民間設備投資も回復してきまし

たが、個人消費の伸び悩み等により、景気は足踏み状態のまま推移しました。一方、海外においては、アジア経

済は通貨危機を乗り越え、総じて回復基調となり、米国経済は引き続き好調に推移し、欧州経済も期後半から緩

やかに拡大しました。

このような状況の下、当社は「Shrink to Grow」の施策に沿って、事業の選択と集中を着実に実施しました。

　緊急構造改革施策として単独の固定費削減を実行するとともに、不採算事業からの撤退・縮小を進め、収益力の

　向上につとめました。また、情報通信関連市場の急拡大に伴い、当社の主力事業のひとつであるブラウン管用ガ

　ラス事業やＴＦＴ液晶用ガラス基板事業に積極的に経営資源を投入し、業績の拡大を図りました。

その結果、売上高は１兆２，５７１億円と前年比１．９％微減したものの、営業利益は前年比３８．７％増の

　６０７億円、経常利益は前年比４３．９％増の４０６億円、当期利益は、前年比１５８．２％増の１３２億円と

　なりました。

なお、当期の配当については、既に１株当たり４円５０銭の中間配当を実施しましたが、期末配当についても

　同じく１株当たり４円５０銭とし、年間配当金は１株当たり９円を予定しています。

（２）セグメント別の概況

　○事業別業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

売上高 営業利益

当期 前期 増減 当期 前期 増減

ガラス ７，８２６ ７，８９２ △６５ ４３４ ３２３ １１０

化学 ２，６３７ ２，９５０ △３１３ １０５ １０１ ４

電子 １，６１０ １，４１７ １９３ ７０ ３１ ３９

その他 １，１８８ １，１９４ △６ ０ △１６ １７

消去又は全社 △６９１ △６４３ △４８ △２ △１ △０

合計 １２，５７１ １２，８１０ △２３９ ６０７ ４３７ １６９

　○所在地別業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）

売上高 営業利益

当期 前期 増減 当期 前期 増減

日本 ９，１１１ ９，４１８ △３０６ ２２６ ６４ １６２

アジア １，０７１ ９７３ ９８ １６８ １５５ １３

アメリカ １，６１５ １，４９０ １２５ ８９ ９１ △３

ヨーロッパ １，９９４ １，９２９ ６４ １２４ １２７ △３

消去又は全社 △１，２２１ △１，０００ △２２１ △０ △０ △０

合計 １２，５７１ １２，８１０ △２３９ ６０７ ４３７ １６９
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［連結］

○ガラス事業

　　国内のガラス事業については、厳しい事業環境が継続するなか、建築用板ガラス事業では、事業構造の改革

　まで踏み込んだ徹底したコストダウンを推進しました。京浜フロート窯の停止などによる固定費削減策や価格政

　策の見直しを行い、売上は若干減少したものの、収益は改善しました。自動車用ガラス事業については、主要客

　先の自動車業界が、国内需要の低迷と輸出の減少により厳しい状況におかれたことから、売上高は、前期を下回

　りました。ブラウン管用ガラス事業については、平面ブラウン管用ガラスが輸出分を含めて増加しましたが、客

　先であるブラウン管メーカーの国内生産の縮小もあり、前期並みの売上となりました。

　　海外については、アジアは経済の回復基調を反映し、好調に推移しました。特に、ブラウン管用ガラス事業

　では、アセアン諸国、中国の需要が前年比２０％～３０％増加し、東南アジアの連結子会社の売上が拡大しまし

　た。アメリカにおいては、北米の好調な景気動向に支えられ、出荷は増加しましたが価格は低下し、売上はほぼ

　前期並みの水準となりました。ヨーロッパについては、９９年前半は厳冬およびアジア・南米経済危機の影響に

　より需要は低調でしたが、期後半に入り回復し、通期の売上はほぼ前期並みの水準を維持しました。

　　なお、アメリカ及びヨーロッパのガラス事業については、円高の影響を受け、為替の換算差により売上高・

　営業利益が目減りしました。

　　以上の結果、ガラス事業の売上高は７，８２６億円（前期比６５億円減）、営業利益は４３４億円（前期比

　１１０億円増）となりました。

○化学事業

　　国内の化学事業については、半導体需要の回復等によるフッ素樹脂製品の販売が増加し、医農薬中間体・原体

　などのスペシャリティケミカル事業も伸長しました。また、塩化ビニールも期後半の市況回復により輸出が増加

　しました。しかしながら、期前半の需要の低迷や為替相場の変動、収益性重視の観点から取扱商品の一部見直し

　を行ったこと等により、売上高は減少しました。

　　アジアでは、インドネシアの連結子会社が引き続き順調に売上を伸ばしました。

その結果、化学事業の売上高は２，６３７億円（前期比３１３億円減）、営業利益は１０５億円（前期比４億

　円増）となりました。

○電子事業

　　電子事業では、ノートパソコンの浸透、液晶モニターの普及、ゲーム機等の堅調な伸びに支えられ、主力商品

　であるＴＦＴ液晶用ガラス基板が好調に推移しました。さらに、中小型の液晶表示装置を製造・販売する子会社

　を連結対象に加えたことなどから、売上高は１,６１０億円（前期比１９３億円増）となりました。また、営業利

　益は７０億円（前期比３９億円増）となりました。

○その他の事業

　　その他の事業には、セラミックス事業、消火機器・設備等の製造・販売事業、物流・金融等のサービス事業が

　含まれておりますが、一部不採算事業からの撤退を含む徹底したコストダウンを進めた結果、売上高は１,１８８

　億円（前期比６億円減）、営業利益は黒字化（前期比１７億円増）となりました。
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［連結］

２．次期の見通し                                                              　　　  （億円）

売上高 営業利益 経常利益 当期利益

平成１３年３月期 １３，３００ ８５０ ６４０ ２５０

平成１２年３月期 １２，５７１ ６０７ ４０６ １３２

増減率（％） ５．８ ４０．１ ５７．８ ８９．９

今後の経営環境は、国内においては民間設備投資が堅調に推移することが期待されますが、個人消費の動向や

政府の経済対策等の先行きが不透明であり、景気の自律的な回復には、なお時間を要するものと思われます。ア

ジア諸国の景気は更なる回復が見込まれるものの、欧米の景気先行きは不透明であり、為替の動向も不安定な状

況にあります。

このような状況の下、国内事業に関しては、当期中に実施しました単独での固定費削減施策の効果が年間ベー

　スで寄与することに加え、より一層のコストダウンを進めることで収益向上につとめます。

情報通信関係の市場は引き続き堅調に推移することが予想されることから、ブラウン管用ガラス事業および

　ＴＦＴ液晶用ガラス基板事業は次期についても業績の拡大が見込まれます。

更に、当期中にＭ＆Ａにより取得した韓国のブラウン管用ガラス事業や欧米のフッ素樹脂(ＰＴＦＥ)事業が業

　績に寄与することから、次期については増収・増益を達成できる見込みです。

なお、為替レートは、１米ドル＝１００円を前提としています。

以上の状況を踏まえ、次期の売上高は１兆３，３００億円、営業利益８５０億円、経常利益６４０億円、当期

　利益２５０億円を予想しています。

　　２０００年度より新しい退職給付会計が適用されますが、当社は、２０００年３月末現在の連結での積立不足

　を約８４５億円と試算しています。

　　当社は、単独では退職金制度のほかに、１９６８年９月１日より厚生年金基金を採用しており、２０００年３

　月末現在、割引率３.０％、給付利率５.５％で計算した退職給付債務は次のとおりです。

　　　＜単独＞

　　　退職給付債務　　２,８５２億円

　　　基金資産残高　　１,６８３億円

　　　退職給与引当金　　 ４１０億円

　　　積立不足　　　　　 ７５８億円

　　単独で発生する積立不足７５８億円については、会計基準変更時差異として有価証券の含み益を活用すること

　により退職給付信託で一括償却することにしています。

　　また、当社以外の連結グループについては、同じく２０００年３月末現在、割引率３.０％、給付利率５.５％

　で計算した積立不足は８７億円となっていますが、２０００年度に一括処理する予定です。

　　次期の業績予想においては、上記の処理及び新会計基準に基づく割引率３.０％、期待運用収益率４.５％とし

　　て計算した退職給付費用を織込んでいます。

【見通しに関する留意事項】

前述の業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断したものであり、リスクや不確

実性を含んでいます。従いまして、これらの業績見通しのみに全面的に依存して投資判断を下すことは控えるよ

うお願いいたします。実際の業績は、当社の事業領域をとりまく経済情勢、市場の動向、円の為替レートなど様

々な要素により、見通しとは異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。

以　上
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［連結］

連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１２年３月期末

( 12. 3. 31)

１１年３月期末

( 11. 3. 31)
増    減

流  動  資  産 693,941 723,766 △ 29,825

現金及び預金 56,699 52,773 3,926

受取手形及び売掛金 264,193 282,141 △ 17,947

有価証券 140,814 153,446 △ 12,631

たな卸資産 175,928 185,474 △ 9,546

繰延税金資産 10,884 － 10,884

その他の流動資産 51,365 56,891 △ 5,525

貸倒引当金 △ 5,946 △ 6,960 1,014

固  定  資  産 1,106,732 1,067,802 38,929

有 形 固 定 資 産 745,133 730,367 14,766

建物及び構築物 196,032 198,228 △ 2,196

機械装置及び運搬具 381,785 391,504 △ 9,719

工具器具備品 17,165 16,677 488

土地 90,196 77,894 12,301

建設仮勘定 59,953 46,062 13,891

無 形 固 定 資 産 100,247 99,807 440

投 資 等 261,350 237,627 23,723

投資有価証券 188,341 175,087 13,253

長期貸付金 8,051 18,407 △ 10,355

長期前払費用 5,765 12,583 △ 6,818

長期繰延税金資産 26,399 － 26,399

その他の投資 39,133 31,891 7,242

貸倒引当金 △ 6,340 △ 342 △ 5,998

繰  延  資  産 1,378 3,131 △ 1,752

為 替 換 算 調 整 勘 定 79,280 53,838 25,441

    資    産    合    計 1,881,332 1,848,539 32,792
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連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１２年３月期末

( 12. 3. 31)

１１年３月期末

( 11. 3. 31)
増    減

流　動　負　債 606,603 633,543 △ 26,940

支払手形及び買掛金 186,430 195,756 △ 9,325

短期借入金 146,199 177,222 △ 31,022

コマーシャルペーパー 72,186 81,798 △ 9,612

一年以内償還社債 33,066 34,978 △ 1,912

未払金 45,043 47,203 △ 2,159

未払法人税等 22,766 12,958 9,808

未払費用 17,902 15,128 2,774

預り金 29,691 20,397 9,293

賞与引当金 10,686 11,018 △ 332

定期修繕引当金 3,005 － 3,005

その他の流動負債 39,623 37,080 2,543

固　定　負　債 571,673 516,826 54,846

社債 293,893 280,099 13,794

長期借入金 134,586 114,354 20,232

退職給与引当金 68,348 66,347 2,001

特別修繕引当金 14,866 14,742 123

長期繰延税金負債 35,743 － 35,743

その他の固定負債 24,233 41,283 △ 17,049

負    債    合    計 1,178,276 1,150,370 27,906

少　数　株　主　持　分 97,845 85,764 12,080

資　本 605,210 612,404 △ 7,194

資 本 金 90,472 90,472 0

資本準備金 84,388 84,388 0

再評価差額金 172 － 172

連結剰余金 430,188 437,550 △ 7,361

自己株式 △ 11 △ 6 △ 5

負債・少数株主持分・資本合計 1,881,332 1,848,539 32,792
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［連結］

連 結 損 益 計 算 書
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１２年３月期

( 11.4 ～ 12.3 )

１１年３月期

( 10.4 ～ 11.3 )
増    減

売      上       高 1,257,052 1,280,989 △ 23,937

売    上    原    価 969,833 1,006,910 △ 37,076

販売費及び一般管理費 226,529 230,334 △ 3,804

営   業   利   益 60,689 43,745 16,943

営   業   外   収   益 11,428 20,151 △ 8,723

受取利息及び配当金 6,927 6,627 299

持分法による投資利益 426 2,848 △ 2,422

雑収入 4,075 10,675 △ 6,600

営   業   外   費   用 31,554 35,713 △ 4,159

支払利息及び割引料 22,435 24,695 △ 2,260

雑損失 9,119 11,017 △ 1,898

経   常   利   益 40,563 28,183 12,379

特     別     利     益 66,784 24,199 42,585

固定資産売却益 19,410 4,466 14,943

投資有価証券売却益 45,467 17,354 28,113

子会社株式売却益 774 414 359

その他 1,132 1,964 △ 831

特     別     損     失 81,580 26,738 54,841

固定資産除却損 16,665 10,079 6,585

為替差損 － 2,776 △ 2,776

投資有価証券評価減 6,179 5,619 560

定期修繕引当金過年度分

繰入額

3,005 － 3,005

プラント債権等評価損失 11,002 － 11,002

構造改善費用 30,564 4,539 26,025

その他 14,162 3,723 10,438

税金等調整前当期純利益 25,767 25,643 123

法人税、住民税及び事業税 25,786 17,418 8,368

法人税等調整額 △ 17,600 △ 1,312 △ 16,287

少数株主損益（減算） 4,416 4,439 △ 23

当  期  純  利  益 13,164 5,098 8,065
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連 結 剰 余 金 計 算 書
                                                                                (単位：百万円)

期　　別

科　　目

１２年３月期

(11.4～ 12.3 )

１１年３月期

(10.4～ 11.3 )

連結剰余金期首残高 437,550 455,518

連結剰余金増加高 － －

連結剰余金減少高 20,526 23,067

配  当  金 10,577 11,752

役 員 賞 与 199 248

過年度税効果調整額 1,861 －

新規連結子会社に係る減少高 7,438 6,767

新規持分法適用会社に係る減少高 372 2,470

連結子会社の非連結子会社合併に伴う減少高 40 1,828

連結子会社の増資に伴う減少高 37 －

当  期  純  利  益 13,164 5,098

連結剰余金期末残高 430,188 437,550
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[連結]

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー 計 算 書
                                                                              (単位：百万円)

期　　別

科　　目

１２年３月期

(11.4～ 12.3 )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前当期純利益 25,767

　　減価償却費等 96,064

　　連結調整勘定償却額 4,262

　　引当金の増加額 3,303

　　受取利息及び受取配当金 △ 6,927

　　支払利息 22,435

　　為替差益 △ 2,860

　　持分法による投資利益 △ 426

　　有価証券・固定資産売却損益等 △ 27,363

　　売上債権の増(-)減(+) 19,713

　　たな卸資産の増(-)減(+) 13,632

　　支払債務の増(+)減(-) △ 17,038

　　その他 20,398

　　　　　小計 150,961

　　利息及び配当金の受取額 12,048

　　利息の支払額 △ 22,280

　　法人税等の支払額 △ 17,671

営業活動によるキャッシュ・フロー 123,058

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有価証券の取得による支出 △ 687

　　有価証券の売却による収入 4,142

　　固定資産等の取得による支出 △ 102,613

　　固定資産等の売却による収入 23,864

　　投資有価証券の取得による支出 △ 73,358

　　投資有価証券の売却による収入 84,128

　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ 29,719

　　その他 △ 3,278

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 97,522

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入金・コマーシャルペーパーの純減少額 △ 42,425

　　長期借入れによる収入 54,470

　　長期借入金の返済による支出 △ 44,800

　　社債発行による収入 59,553

　　社債の償還による支出 △ 33,959

　　配当金の支払額 △ 12,903

　　その他 123

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 19,942

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 2,974

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 2,619

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 49,941

　　連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の残高調整 2,653

　現金及び現金同等物の期末残高 55,213
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[連結]
Ⅰ．連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数 194社

　　　主要会社名：  旭テクノグラス㈱、旭ファイバーグラス㈱、伊勢化学工業㈱、
　　　　　　　　　　日本ドライケミカル㈱、グラバーベル、ＡＦＧインダストリーズ

株式の買取り等により、韓国電気硝子、旭硝子フロロポリマーズＵＳＡ、旭硝子フロロポリマーズＵＫほか28
社については、当会計年度より連結の範囲に含めております。事業の再編による合併等により千葉ｶ゙ ﾗｽ建材㈱
ほか5社は、当連結会計年度より連結の範囲より除外しております。

（２）非連結子会社  119社
非連結子会社 119 社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益（持分に見合う額）及び剰余金（持分に
見合う額）は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であります。

２． 持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用会社の数
 持分法適用非連結子会社  2社
 持分法適用関連会社 35社
 主要持分法適用会社名： エルナー㈱、触媒化成工業㈱、
 　　　　　　　　　　　 アサヒマス板硝子、コーニング旭ビデオプロダクツ

（２）持分法非適用子会社及び関連会社
 持分法を適用していない子会社及び関連会社は、それぞれ連結純資産及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
 連結子会社の決算日は、12月31日187社、1月31日1社、3月31日6社であります。連結財務諸表の作成に

あたっては、各子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は、連結上必
要な調整を行っております。

Ⅱ．会計処理基準に関する事項

１．重要な資産の評価基準及び評価方法
・有価証券

 市場性のある有価証券については移動平均法による低価法、その他は移動平均法による原価法によっておりま
す。

・たな卸資産
 移動平均法による低価法によっております。

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
・有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は、主として税法の規定に基づく定率法、在外連結子会社は主として定額法によって
おります。

・無形固定資産
 税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

 

３．重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金

 金銭債権の貸倒による損失に備えて、対象債権の一定割合（税法の規定による）のほか、個別貸倒見積り額を
加えて計上しております。

・退職給与引当金
 従業員の退職金支給に備えて、期末自己都合要支給額を計上しております。

・賞与引当金
 従業員の賞与支給に備えて、次回支給見込額のうち当期負担分を計上しております。
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 [連結]
 

・ 定期修繕引当金
 設備の定期的な点検や整備に備えて、次回定期点検の見積り費用と次回定期点検までの稼動期間を勘案して計
上しております。

 （会計方針の変更）
 定期修繕に係る費用については、従来、支出した年度の各月に按分して計上しておりましたが、当期より
次回定期点検の見積り費用と次回定期点検までの稼動期間を勘案して計上する方法に変更しております。
なお、当期支出した費用のうち過年度負担相当額を定期修繕引当金過年度分繰入額として特別損失に計上
しており、この結果、従来に比べ税引前当期純利益は3,005百万円少なく計上されております。

・特別修繕引当金
 設備の定期的な大規模修繕に備えて、次回修繕の見積り修繕金額と次回修繕までの稼動期間を勘案して計上し

ております。
 

４．重要なリース取引の処理方法
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主とし

て通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
 

５．消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

 

６．連結子会社の資産及び負債の評価
 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。

 　
７． 連結調整勘定の償却

 連結調整勘定の償却期間は、ＡＦＧインダストリーズ（米国）で生じたものは 40 年の均等償却、その他のも
のは5年から20年の均等償却を行っております。

 

８．利益処分項目等の取扱いに関する事項
 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。
 

９．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資からなっております。

Ⅲ．追加情報

１．自社利用ソフトウェア
 ソフトウェアについては、従来、長期前払費用に含めて表示しておりましたが、当期より無形固定資産に含め

て表示しており、減価償却は定額法によっております。なお、無形固定資産に含まれるソフトウェアは 5,188
百万円であります。

２．税効果会計
 当連結会計年度より税効果会計（資産負債法）を適用しております（在外子会社の一部は、従来より税効果会

計を適用しております）。これに伴い、当期純利益は18,270 百万円増加し、連結剰余金期末残高は16,409 百
万円増加しております。



１５

[連結]

Ⅳ．注記事項

（連結貸借対照表関係）
 当連結会計年度 前連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額     1,007,131百万円  990,789百万円
２．受取手形割引高            95百万円    1,029百万円
３．受取手形裏書譲渡高         7,836百万円    8,932百万円
４．自己株式        14,326株    8,007株
５．保証債務        40,007百万円   69,628百万円
６．無形固定資産に含まれる連結調整勘定                79,226百万円   83,121百万円
７．担保資産及び担保付債務

・ 担保に供している資産 定 期 預 金    30百万円
 　　　　 受 取 手 形   177
 　　　　 有 価 証 券         9,088
 　　　　 有形固定資産             17,876       

      計         　　　 27,173
・ 担保付債務 短期借入金   739百万円

 　　　　　　　　                   長期借入金              5,665
      計 6,404

８．土地の再評価に関する法律に基づき、持分法適用会社が事業用土地の再評価を行い、再評価差額金を資本の部に計上し
ております。
・再評価の方法： 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める

「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税
庁長官が定めて公表した方法により算出した価額」に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日： 平成11年12月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額： 172百万円

（連結損益計算書関係）
 当連結会計年度 前連結会計年度

１．販売費及び一般管理費に含まれる連結調整勘定償却額    4,262百万円   4,053百万円
２．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費   26,519百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

    現金及び現金同等物と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 56,699百万円
有 価 証 券 勘 定                       2,004
        計 58,704
預入期間が3か月を超える定期預金 △ 3,490
現金及び現金同等物 55,213



１６

[連結]

（リース取引関係）
 当連結会計年度 前連結会計年度
   （百万円）　　   （百万円）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 工具器具備品等 工具器具備品等
 取 得 価 額 相 当 額 21,632    21,423
 減価償却累計額相当額 13,006    11,909
 期 末 残 高 相 当 額  8,626     9,514

② 未経過リース料期末残高相当額  8,626     9,514
 うち１年以内のもの  3,283     3,586
 うち１年超のもの  5,342     5,928

③  支払リース料（減価償却費相当額）  4,168     4,460
④ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。取得

価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。

２．オペレーティング・リース取引（借主側）
 未経過リース料  2,695     3,410

 うち１年以内のもの    763       786
 うち１年超のもの  1,932     2,624

３．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（貸主側）
① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

 機械装置及び運搬具    機械装置及び運搬具
 取 得 価 額 1,497    2,058
 減価償却累計額   815    1,038
 期 末 残 高   681    1,020

② 未経過リース料期末残高相当額   690    1,034
 うち１年以内のもの   543      801
 うち１年超のもの   147      232

③ 受取リース料及び減価償却費
 受取リース料 1,349    1,403
 減 価 償 却 費 1,332    1,385

④ 未経過リース料期末残高相当額は、受取利子込み法により算定しております。



１７

［連結］

セ グ メ ン ト 情 報

1. 事業の種類別セグメント情報

 (1) １２年３月期（平成11年4月  1日～平成12年3月31日） 　　　(単位：百万円)

ガラス 化学 電子 その他 計 消去又は

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 776,473 254,393 159,444 66,740 1,257,052 － 1,257,052

   (2)セグメント間の内部売上

       高又は振替高

6,164 9,277 1,596 52,057 69,096 (69,096) －

計 782,638 263,671 161,041 118,797 1,326,148 (69,096) 1,257,052

   営 業 費 用 739,269 253,200 154,058 118,769 1,265,297 (68,934) 1,196,362

   営 業 利 益 43,368 10,471 6,983 27 60,851 (162) 60,689

Ⅱ 資産、減価償却費、及び

   資本的支出

   資産 969,056 316,855 164,499 272,664 1,723,076 158,256 1,881,332

　 減価償却費 65,218 18,783 7,784 2,491 94,278 (80) 94,198

　 資本的支出 67,012 12,307 9,303 1,618 90,242 (158) 90,084

 (2) １１年３月期（平成10年 4月  1日～平成11年3月31日） 　　　(単位：百万円)

ガラス 化学 電子 その他 計 消去又は

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

   (1)外部顧客に対する売上高 783,017 281,993 140,375 75,603 1,280,989 － 1,280,989

   (2)セグメント間の内部売上

       高又は振替高

6,151 13,005 1,343 43,754 64,254 (64,254) －

計 789,168 294,998 141,718 119,357 1,345,244 (64,254) 1,280,989

   営 業 費 用 756,827 284,907 138,651 120,986 1,301,372 (64,127) 1,237,244

   営 業 利 益 32,341 10,091 3,067 (1,628) 43,872 (126) 43,745

Ⅱ 資産、減価償却費、及び

   資本的支出

   資産 1,048,594 320,572 148,288 225,691 1,743,145 105,393 1,848,539

　 減価償却費 67,300 18,247 5,249 2,522 93,319 (48) 93,271

　 資本的支出 59,268 22,757 10,446 1,559 94,031 (167) 93,864

（注）

 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、262,685百万円（１２年３月期）、並びに、244,222百万円

（１１年３月期）であります。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資

　有価証券）等です。



１８

［連結］

セ グ メ ン ト 情 報

2. 所在地別セグメント情報

 (1) １２年３月期（平成11年 4月  1日～平成12年 3月31日） 　(単位：百万円）

日本 ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 850,305 52,363 155,896 198,486 1,257,052 － 1,257,052

 (2)セグメント間の内部売上高 60,824 54,746 5,650 897 122,119 (122,119) －

計 911,130 107,109 161,546 199,384 1,379,171 (122,119) 1,257,052

   営   業   費   用 888,562 90,269 152,683 186,966 1,318,481 (122,118) 1,196,362

   営   業   利   益 22,568 16,839 8,863 12,418 60,690 (1) 60,689

Ⅱ 資     産 1,023,205 157,021 255,573 202,461 1,638,262 243,070 1,881,332

 (２) １１年３月期（平成10年 4月  1日～平成11年 3月31日） 　　(単位：百万円）

日本 ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 902,191 44,644 141,283 192,869 1,280,989 － 1,280,989

 (2)セグメント間の内部売上高 39,571 52,645 7,722 67 100,006 (100,006) －

計 941,762 97,290 149,005 192,937 1,380,996 (100,006) 1,280,989

   営   業   費   用 935,370 81,784 139,857 180,191 1,337,204 (99,960) 1,237,244

   営   業   利   益 6,392 15,506 9,148 12,745 43,792 (46) 43,745

Ⅱ 資     産 974,555 148,711 249,568 245,516 1,618,352 230,187 1,848,539

（注）

 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、262,685百万円（１２年３月期）、並びに、244,222

　百万円（１１年３月期）であります。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投

　資資金（投資有価証券）等です。

    
3. 海外売上高

(1) １２年３月期（平成11年 4月  1日～平成12年 3月 31日） (単位：百万円）

ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ その他の地域 計

海外売上高 174,966 175,025 199,957 11,960 561,910

海外売上高の連結売上高に

占める割合
13.9% 13.9% 15.9% 1.0% 44.7%

(2) １１年３月期（平成10年 4月  1日～平成11年 3月 31日） (単位：百万円）

ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ その他の地域 計

海外売上高 153,350 188,141 196,430 21,188 559,110

海外売上高の連結売上高に

占める割合
12.0% 14.7% 15.3% 1.7% 43.6%



１９

［連結］

生産、受注及び販売の状況

１．生産実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

事　業　区　分

当　連　結　会　計　年　度

（11.4～12.3）

ガ　ラ　ス

化　　　学

電　　　子

そ　の　他

                502,550

                263,047

                 50,200

                 22,886

合　　　計                 838,683

（注） 1.　生産金額は、平均販売価格（消費税等抜）により算出したものであります。

　　　 2.　連結会社間の取引が複雑で、事業区分毎の生産高を正確に把握することは

           困難なため、概算値で表示しております。

２．受注状況

受注生産を行っている製品はほとんどありません。

３．販売実績

販売実績については、経営成績に記載のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　有 価 証 券 の 時 価 等
（単位：百万円）

１２年３月期（12.3.31）

種   類 連結貸借対照表

計上額

時  価 評価損益

（１）流動資産に属するもの

株    式 137,207 285,938 148,730

債    券 - - -

そ の 他 1,421 1,392 △ 29

小    計 138,629 287,330 148,701

（２）固定資産に属するもの

株    式 114,698 195,400 80,701

債    券 90 56 △ 34

そ の 他 - - -

小    計 114,789 195,457 80,667

合    計 253,418 482,787 229,369

（注） １．時価の算定方法

（１）上場有価証券 ：主に東京証券取引所の最終価格又は日本証

　券業協会が公表する基準気配等

（２）店頭売買有価証券 ：主に日本証券業協会が公表する最終売買価格

（３）非上場の投資信託の受益証券 ：基準価格

２．開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額

　　固定資産に属するもの

　　非上場有価証券（除く 店頭売買株式） 69,985百万円



２０

［連結］

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（１）通貨関連 (単位：百万円)

区 １２年３月期

( 12.3.31 )

契 約 額 等 時  価 時価損益

分 種    類 うち１年超

市  為 替 予 約 取 引

場 　 売建

取 米ドル 8,211 － 8,204 6

引 その他 1,684 － 1,754 △ 70

以

外 買建

の 米ドル 108 － 107 △ 0

取 その他 86 － 85 △ 0

引

 オ プ シ ョ ン 取 引

買建

プット 901 －

(20) (－) 6 △ 13

 ス ワ ッ プ 取 引

受取円・支払米ドル 70,256 41,748 7,019 7,019

その他 2,859 － △ 84 △ 84

合    計 － － － 6,856

（注）１．時価の算定方法

　　　　　為替予約については先物為替相場を使用しております。

　　　　　通貨オプション取引及び通貨スワップ取引については、契約を締結している金融機関から提示された

　　　　　価格等に基づき算定しております。

　　　２．外貨建金銭債権・債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済額が確定している外貨建金

　　　　　銭債権・債務等で、連結貸借対照表において当該金額で表示されているものについては、開示の対象

　　　　　から除いております。

　　　３．契約額等のうち、（  ）内は内書きで、通貨オプション取引のオプション料です。



２１

［連結］

（２）金利関係 (単位：百万円)

区 １２年３月期

( 12.3.31 )

契 約 額 等 時  価 時価損益

分 種    類 うち１年超

市  金利スワップ取引

場 　 受取固定・支払変動 43,226 36,283 △ 889 △ 889

取 支払固定・受取変動 22,123 22,123 525 525

引 受取変動・支払固定 21,439 18,903 △ 197 △ 197

以

外  金利キャップ取引

の 買建 33,200 26,217

取 (180) (153) 230 49

引  金利フロアー取引

買建 14,646 14,646

(86) (86) 62 △ 24

売建 8,450 －

(3) (-) 0 3

 金利スワプション取引

買建 13,995 13,995

(40) (40) 34 △ 5

合    計 － － － △ 536

（注）１．時価の算定方法

　　　　　契約を締結している金融機関から提示された金額等に基づき算定しております。

　　　２．契約額等のうち、（　）内は内書きで、金利キャップ取引、金利フロアー取引、金利スワプション

　　取引のオプション料です。

（３）商品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

区 １２年３月期

( 12.3.31 )

契 約 額 等 時  価 時価損益

分 種    類 うち１年超

市  スワップ取引

場 　

取 燃料 1,142 － 309 309

引

以

外

の

取

引

合    計 1,142 － 309 309

（注）１．時価の算定方法

　　　　　取引先から提示された価格等に基づき算定しております。



平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 25日

上   場   会   社   名       旭硝子株式会社 上場取引所 東 大 名 福 京 札

コード番号       5201 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報室長 東京都

　　　　　　  氏　   名　　　　　　　　　　　　　　井本　健一 TEL (03) 3218 - 5240
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 25日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績 （参考）記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

　　　売　　上　　高 　　　営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 693,945 △ 4.6 14,024 - 19,296 58.9

11年 3月期 727,073 △ 14.9 △ 3,124 - 12,144 △ 61.4

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 3,101 △ 61.9 2.64 - 0.5 1.8 2.8

11年 3月期 8,142 △ 59.4 6.93 - 1.4 1.2 1.7

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    1,175,242,497 株          11年 3月期    1,175,242,497 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 9.00 4.50 4.50 10,577 341.1 1.8

11年 3月期 9.00 4.50 4.50 10,577 129.9 1.8

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　総  資  産       　株  主  資　本      株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

12年 3月期 1,086,959 577,112 53.1 491.06

11年 3月期 1,034,787 576,830 55.7 490.82

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    1,175,242,497　株　　　11年 3月期    1,175,242,497株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 290,000 13,000 9,000 4.50 － －

通　　期 600,000 25,000 17,000 － 4.50 9.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   14 円 47 銭 

２２
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[単独]

                                貸  借  対  照  表

                                                  (単位:百万円)

            期　   別 １２年３月期末 １１年３月期末 増      減

科　   目      (12. 3. 31) (11. 3. 31)

（ 資 産 の 部 ） （１，０８６，９５９） （１，０３４，７８７）   （   ５２，１７１）

流  動  資  産         ３７２，３２４         ３８２，５４４     △   １０，２２０

現金及び預金             ４，３９５             ５，７６２     △     １，３６７

受取手形           １１，０２５           １８，２５９     △     ７，２３３

売掛金         １２２，６３８         １１５，２２２            ７，４１６

有価証券         １３７，１１２         １４７，１９６     △   １０，０８３

製品・仕掛品           ５５，０５５           ６６，１１０     △   １１，０５５

原材料・貯蔵品             ８，７９６             ９，２９６     △         ５００

繰延税金資産             ９，２３０                 －            ９，２３０

その他の流動資産           ２４，７０６           ２１，６０２            ３，１０４

貸倒引当金       △        ６３７       △        ９０６                ２６９

固  定  資  産         ７１４，６３４         ６５２，２４３          ６２，３９１

有形固定資産         ２８６，９７３         ２９６，７６３     △     ９，７８９

建物           ５９，８９９           ６２，８５８     △     ２，９５９

構築物           １６，７８６           １７，６７５     △         ８８９

機械装置         １２９，９７０         １４２，２２０     △   １２，２５０

車両運搬具                 ２７８                 ３８４     △         １０５

工具器具備品             ８，６４５             ８，７０６     △           ６１

土地           ３９，４２５           ３５，７５９            ３，６６６

建設仮勘定           ３１，９６６           ２９，１５７            ２，８０９

無形固定資産             ８，１２３             ８，４６０     △         ３３６

投資等         ４１９，５３８         ３４７，０２０          ７２，５１７

投資有価証券         １５８，９８９         １２５，１１３          ３３，８７６

子会社株式及び出資金         ２１９，９５０         １９６，９５３          ２２，９９７

長期貸付金             ３，００４           １２，３４４      △    ９，３３９

固定化債権           ２６，８９２                 －          ２６，８９２

長期前払費用                 ７８０             ４，７８７      △    ４，００６

長期繰延税金資産           １９，１２７                 －          １９，１２７

その他の投資             ７，０６７             ７，８８１      △        ８１４

貸倒引当金       △  １６，２７５       △          ６１      △  １６，２１４

資  産  合  計     １，０８６，９５９     １，０３４，７８７          ５２，１７１

百万円 百万円

1.減価償却累計額 ５７８，５７４ ５８０，１１１    

2.受取手形裏書譲渡高 ７，７５０ ６，４８９    

3.保証債務 ２５６，６９６ ２４８，３６３    

  （うち保証予約等） （１９４，９４６） （ １７１，２４４）    

4.自己株式 １１ ６    

  （株式数） （１４，３２６株） （ ８，００７株）
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[単独]

                       貸  借  対  照  表  

                                                  (単位:百万円)

             期   　別 １２年３月期末 １１年３月期末 増     減

科　   目 (12. 3. 31) (11. 3. 31)

（ 負 債 の 部 ）     （５０９，８４６）     （４５７，９５６）    （   ５１，８９０）

流  動  負  債         ２１６，０６８         １９６，２８１           １９，７８６

買掛金           ９５，９９４         １０１，０７３      △     ５，０７８

  コマーシャルペーパー           ４５，０００           ４２，５００             ２，５００

未払金           １８，４７５           ２１，３２８      △     ２，８５２

未払法人税等           １５，７０４             ２，３３８           １３，３６６

未払費用             ２，２３９             ２，３８６      △         １４６

預り保証金           １４，７３２           １５，４０３      △         ６７１

預り金           １１，４６３             １，３２８           １０，１３５

賞与引当金             ７，３２４             ８，０６５      △         ７４０

定期修繕引当金             ２，８１７                 －             ２，８１７

その他の流動負債             ２，３１６             １，８５７                 ４５８

固  定  負  債         ２９３，７７８         ２６１，６７４           ３２，１０３

社債         ２２８，７０３         １９８，７０３           ３０，０００

退職給与引当金           ４１，０４３           ４５，９００      △     ４，８５７

特別修繕引当金           １０，１１６           １０，０４１                   ７４

債務保証損失引当金             ６，９０８                 －             ６，９０８

その他の固定負債             ７，００７             ７，０２９      △           ２２

（ 資 本 の 部 ）     （５７７，１１２）     （５７６，８３０）    （         ２８１）

資  本  金           ９０，４７２           ９０，４７２                     ０

法定準備金         １０７，００６         １０７，００６                     ０

資本準備金           ８４，３８８           ８４，３８８                     ０

利益準備金           ２２，６１８           ２２，６１８                     ０

剰  余  金         ３７９，６３３         ３７９，３５２                 ２８１

　　（ うち当期純利益 ）       （  ３，１０１）       （  ８，１４２）    （ △  ５，０４１）

負債・資本合計     １，０８６，９５９     １，０３４，７８７           ５２，１７１

（リース取引に関する注記）

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

                                    工具器具備品等              工具器具備品等

                                              百万円                      百万円

１．取得価額相当額                         ７，７５０                １０，４１１

 減価償却累計額相当額                  ４，７３０                  ５，７２１

 期末残高相当額                        ３，０１９                  ４，６８９

２．未経過リース料期末残高相当額           ３，０１９                  ４，６８９

     うち１年以内のもの                 １，４７５                  ２，０７５

     うち１年超のもの                   １，５４４                  ２，６１３

３．支払リース料（減価償却費相当額)        ２，１０５                  ２，６７７

４．減価償却費相当額の算出方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。
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[単独]

                     損  益  計  算  書                

                                                (単位:百万円)

           期    　別 １２年３月期 １１年３月期 増        減

科     目 ( 11.4 ～ 12.3 ) ( 10.4 ～ 11.3 )

営  業  損  益

売上高        ６９３，９４５        ７２７，０７３  △    ３３，１２８

売上原価        ５８９，４０３        ６３２，４８７  △    ４３，０８４

販売費及び一般管理費          ９０，５１６          ９７，７１０  △      ７，１９３

営  業  利  益          １４，０２４    △      ３，１２４        １７，１４９

営  業  外  損  益

営  業  外  収  益          １４，５９３          ２５，７６９  △    １１，１７６

受取利息及び配当金          １１，５５４          １７，４５１  △      ５，８９６

雑収入            ３，０３９            ８，３１８  △      ５，２７９

営  業  外  費  用            ９，３２２          １０，５０１  △      １，１７８

支払利息及び割引料            ３，７１２            ３，５７８              １３３

雑損失            ５，６１０            ６，９２２  △      １，３１２

経  常  利  益          １９，２９６          １２，１４４          ７，１５１

特  別  利  益          ６５，９７５          ２２，７７３        ４３，２０２

固定資産売却益          １８，４８１            ３，３７１        １５，１０９

投資有価証券売却益          ４７，２７１          １９，１０２        ２８，１６９

貸倒引当金戻入額                ２２２                ２９９  △            ７６

特  別  損  失          ８４，１７０          ２１，１７５        ６２，９９５

固定資産除却損          １３，３５０            ９，０４６          ４，３０４

有価証券評価減

投資有価証券評価減

２， ９６５

３， ４８１

           １，９３０

           ３，５８４

         １，０３５

 △          １０３

子会社株式評価減            ５，４２７            ２，０７５          ３，３５２
定期修繕引当金過年度分繰入額            ２，８１７                －          ２，８１７

債務保証損失引当金繰入額            ５，６０６                －          ５，６０６

プラント債権等評価損失          １１，００２                －        １１，００２

構造改善費用          ３７，２９４            ４，５３９        ３２，７５５

過年度研究開発費            ２，２２４                －          ２，２２４

税引前当期純利益            １，１０１          １３，７４２  △    １２，６４１

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

         １８，５００

   △    ２０，５００

           ５，６００

               －

       １２，９００

 △    ２０，５００

当  期  純  利  益            ３，１０１            ８，１４２ △      ５，０４１

前期繰越利益          １１，２０９          １３，１６９  △      １，９５９

過年度税効果調整額            ７，８５７                －          ７，８５７

税効果会計適用に伴う

  固定資産圧縮積立金等取崩額            ８，９６７                －          ８，９６７

中間配当額            ５，２８８            ５，２８８                  ０

当期未処分利益          ２５，８４６          １６，０２３          ９，８２３
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［単独］

Ⅰ 貸借対照表及び損益計算書の作成に関する重要な会計方針

１． 有価証券の評価は、市場性のある有価証券については、移動平均法による低価法、その他は移動平均法に

　　よる原価法によっております。

２．たな卸資産の評価は、移動平均法による低価法によっております。

３． 有形固定資産の減価償却は、主として定率法によっております。

４． 貸倒引当金は、金銭債権の貸倒による損失に備えて、対象債権の一定割合（税法の規定による）のほか、

 個別貸倒見積り額を加えて計上しております。

５． 定期修繕引当金は、設備の定期的な点検や整備に備えて、次回定期点検の見積り費用と次回定期点検まで

 の稼動期間を勘案して計上しております。

 （会計方針の変更）

       定期修繕に係る費用については、従来、支出した年度の各月に按分して計上しておりましたが、当期

    より次回定期点検の見積り費用と次回定期点検までの稼動期間を勘案して計上する方法に変更しており

    ます。なお、当期支出した費用のうち過年度負担相当額を定期修繕引当金過年度分繰入額として特別損

    失に計上しており、この結果、従来に比べ税引前当期純利益は、２，８１７百万円少なく計上されてお

    ります。

６．退職給与引当金は、従業員の退職金支給に備えて、期末自己都合要支給額を計上しております。

７．特別修繕引当金は、設備の定期的な大規模修繕に備えて、次回修繕の見積り修繕金額と次回修繕までの稼

    動期間を勘案して計上しております。

８．債務保証損失引当金は、子会社等に対する保証債務の履行による損失見込み相当額を計上しております。

９．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

    常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

１０．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ 定期修繕引当金、並びに特別修繕引当金及び債務保証損失引当金は、商法第２８７条ノ２の引当金であります。

Ⅲ  追加情報

１． ソフトウェアについては、従来、長期前払費用に含めて表示しておりましたが、当期より無形固定資産に

    含めて表示しており、減価償却は、定額法によっております。なお、無形固定資産に含まれるソフトウェ

    アは、３，９８２百万円であります。また、従来、製品・仕掛品に含めて計上しておりました工業化研究

    費用については、当期において過年度研究開発費（２，２２４百万円）として特別損失に計上しておりま

    す。

２． 当期より税効果会計を適用しております。この結果、従来に比べ当期純利益は、２０，５００百万円、当

期未処分利益は、３７，３２４百万円多く計上されております。

 

利 益 処 分 案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（単位：百万円）

当期未処分利益

海外投資等損失準備金戻入額

探鉱準備金戻入額

特別償却準備金戻入額

固定資産圧縮積立金戻入額

　　２５，８４６

　　　　　  ５０

            １１

　　　  　  ５９

      ２，３１０

計 　　２８，２７６

これを次のとおり処分します。

株主配当金

　［ １株につき４円５０銭 ］
   

取締役賞与金

探鉱準備金

固定資産圧縮積立金

別途積立金

次期繰越利益

　　　　　　　　　

　　　５，２８８

　　　　　１００

　　　　　　２０

８， ６４２

１，０００

　　１３，２２５

計 　　２８，２７６
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［単独］

有 価 証 券 の 時 価 等

                                                                   （単位：百万円）

種 類

１１年３月期末

（１１．３．３１）

貸 借 対 照 表

計  上  額

 時      価 評 価 損 益

(1)流動資産に属するもの

　　　株    　式

　　　債　    券

　　　そ  の  他

    １４４，６９３

              －

              １０

       ２３８，８７４

                 －

                   ９

 ９４，１８０

         －

         △       ０

小      計     １４４，７０３        ２３８，８８４         ９４，１８０

(2)固定資産に属するもの

　　　株　    式

　　　債　    券

　　　そ  の  他

    １２９，９７７

              －

              －

       ２７８，０１２

                 －

                 －

      １４８，０３４

               －

               －

小     計     １２９，９７７        ２７８，０１２       １４８，０３４

合     計     ２７４，６８１        ５１６，８９７       ２４２，２１５

（注）１．時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格

店 頭 売 買 有 価 証 券 証券業協会が発表する最終売買値段

証券投資信託の受益証券 基準価格

　　　２．開示の対象から除いた主な有価証券の貸借対照表計上額

  固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買有価証券を除く）       １８５，３１２百万円
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［単独］

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連                                                                   （単位：百万円）

１１年３月期末

（１１．３．３１）

区

分 種       類  契    約    額    等

       (うち１年超)

時    価 評    価

損    益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

 為 替 予 約 取 引

売    建

米 ド ル

買     建

米 ド ル

     ４，２１１

         ５７１

       －

       －

          

    ４，３６５

        ５０９

  

    △  １５４

    △    ６２

           

     合        計      ４，７８２        －     ４，８７５     △  ２１６

(注)時価の算定方法

    １．期末の時価は、先物為替相場を使用しております。

    ２．外貨建金銭債権･債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定してい

        る外貨建金銭債権･債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の

        対象から除いております。

   商   品                                                                 （単位：百万円）

１１年３月期末

（１１．３．３１）

区

分 種       類  契    約    額    等

       (うち１年超)

時    価 評    価

損    益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

 ス ワ ッ プ 取 引

燃      料

   

   ２，６４３        ８９６     １，８６５   △   ７７７

     合        計    ２，６４３        ８９６     １，８６５   △   ７７７

(注)時価の算定方法

    １．取引先から提示された価格等に基づき算定しております。
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役員の異動（６月２９日付）

１．新任取締役候補

取締役加工硝子事業本部副本部長　
こう
甲 　

が
賀　

いち
一 　

ろう
郎 （現ＡＰテクノグラス派遣）

取締役新事業・技術企画室長　　　
いのぐち
井野口 　

ひろ
博 　

ゆき
之 （現新事業・技術企画室長）

取締役経営企画室調査役　　　　
かわはらづか

河原塚  

かつ
勝 　

よし
良 （現人事企画室長）

２．新任監査役候補

監査役　　　　　　　　　　　　　
なが
永 　

の
野　

かず
一 　

ひこ
彦 （元三菱商事株式会社常務取締役）

３．退任予定取締役

現取締役　　　　　　　　　　　　 
おお
大 　

つか
塚 　　

いさお
功 （退任後、伊勢化学工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　代表取締役社長に専念）

現取締役　　　　　　　　　　　 　
みや
宮 　

がわ
川 　　

きよし
清 （退任後、セイミケミカル株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　代表取締役社長に専念）

現取締役　　　　　　　　　　　　  
た
田　

むら
村 　

ひろ
浩 　

お
雄 （退任後、日之出商事株式会社並びに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　旭サービス株式会社代表取締役社長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　に専念）

４．退任予定監査役

現監査役　　　　　　　　　　　 　
もり
森 　

かわ
川 　

りょう
良 　

いち
一

５．株主総会後の役付取締役の異動予定（重任を除く）

専務取締役　　　　　　　　　　　
あめ
雨 　

みや
宮 　　

はじめ
肇 （現常務取締役技術本部長、技術担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　役員）

常務取締役　　　　　　　　　　　
かど
門 　

まつ
松 　

まさ
正 　

ひろ
宏 （現取締役ディスプレイ事業本部長）

常務取締役　　　　　　　　　　　
まつ
松 　

した
下 　

かず
收 　

お
男 （現取締役基礎化学品事業本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　兼機能化学品事業本部長）

常務取締役　　　　　　　　　　 　
す
諏　

わ
訪　

てつ
哲 　

ぞう
三 （現取締役業務管理センター長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　以　上



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１２年５月２５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旭 硝 子 株 式 会 社

平成１２年３月期  決算短信補足資料

【連結】

１．当期の業績　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

平成12年3月期 平成11年3月期

売上高 12,571 12,810
営業利益 607 437
経常利益 406 282
当期純利益 132 51
株主資本 6,052 6,124
１株当たり当期純利益（円） 11.20 4.34
ＲＯＥ（％） 2.2 0.8

２．主要項目　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

平成12年3月期 平成11年3月期

設備投資 901 939
減価償却費 942 933
研究開発費 265 360
有利子負債残高 6,799 6,895
金融収支 △155 △181
Ｄ／Ｅ比率 0.97 0.99
為替レート（ドル／円） 113.5 131.3
期末従業員数（人） 45,714 44,065

３．連結子会社・持分法適用会社

平成12年3月期 平成11年3月期

連結子会社数 194 169
持分法適用会社数 37 37

（１） 連結子会社 新規：31 社（広島オプト、若狭エイ･ジー･シー･ファインケミカル）

 除外：6 社 （板ガラス特約店）

（２） 持分法適用会社　 新規：4 社 （アドバンストカラーテック）

　　　　　　　　　　　 除外：4 社 （ＡＦＧグループ）

４．平成１３年３月期の業績予想等　　　（金額単位：億円）

連結

売上高 13,300
営業利益 850
経常利益 640
当期純利益 250
設備投資額 980
減価償却費 1,030
研究開発費 270
予算為替レート（ドル／円） 100



【単独】

１．当期の業績　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

平成12年 3月期 平成11年3月期

売上高 6,939 7,271
営業利益 140 △31
経常利益 193 121
当期利益 31 81
株主資本 5,771 5,768
１株当たり当期利益（円） 2.64 6.93
ＲＯＥ（％） 0.5 1.4

２．主要項目　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

平成12年 3月期 平成11年3月期

設備投資 305 400
減価償却費 381 395
研究開発費 202 310
有利子負債残高 2,737 2,412
金融収支 78 139
Ｄ／Ｅ比率 0.47 0.42
為替レート（ドル／円） 110.7 128.8
期末従業員数（人） 7,453 8,105

３．売上高の内訳　　　　　　　　　　　　　（金額単位：億円）

　
平成12年3月期 平成11年3月期

対前期増減率

（％）

ガラス・建材部門 3,658 3,772 97.0
化学部門 1,987 2,329 85.3
セラミックス部門 154 177 87.0
電子部門 1,008 862 117.0
その他 133 130 102.3
合計 6,939 7,271 95.4

４．平成１３年３月期の業績予想等　　　（金額単位：億円）

単独

売上高 6,000
営業利益 180
経常利益 250
当期純利益 170
設備投資額 400
減価償却費 400
研究開発費 210
予算為替レート（ドル／円） 100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


